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一方、健全な区間においては写真-3に示すとおり、

コア採取孔の側面に水の染み出しは見られず、アス

コン層層間部の滞水は発生していないと考えられる。 

これらの結果より、初期段階のひび割れや施工目

地等からの部分的なアスコン層内部への水の浸入お

よび層間部の滞水に伴い、アスコン層の支持力が低

下した結果、最終的に亀甲状のひび割れの進展につ

ながったと推定される。 

 

３.早期劣化メカニズムの検討 

これまで国総研では、修繕後早期に劣化したアス

ファルト舗装を対象に、開削調査をはじめとする各

種調査を実施しており、その結果に基づく早期劣化

メカニズムについて、図のとおり整理している1)。具

体的には、以下のとおりである。 

・大型車交通量の増加に伴う交通荷重やアスファル

トの劣化・老化、施工継目の接着不良等によって

路面から生じたひび割れを通じてアスコン層内に

水が浸入する。（STEP1） 

・アスコン層の内部に水が滞留し、層間はく離が発

生する。（STEP2） 

・層間はく離によりアスコン層の支持力が低下した

結果、アスファルト安定処理層及び路盤までひび

割れが進行する。（STEP3） 

・アスファルト安定処理層や路盤内への浸水・滞水

により、これらの層が細粒化などにより劣化する。

（STEP4） 

・舗装全体の支持力不足により、アスコン層のひび

割れが急速に拡大する。（STEP5） 

今回の調査区間は新設工事ではあるものの、調査

結果は上記の劣化メカニズムと整合的であり、ひび

割れが生じている区間はSTEP2に該当すると考えら

れる。 

以上のとおり、今回の調査区間におけるひび割れ

発生区間においてコア採取孔を確認したところ、当

該箇所は既往の研究で推定した早期劣化メカニズム

の初期段階に該当すると考えられた。一方で、ひび

割れ発生区間は部分的であり、健全な区間が大半を

占めていることから、この差違に着目して路面状況

や施工状況等を検討すること、さらには初期の早期

劣化段階からの損傷を遅延させる対策を検討するこ

とが、舗装を長寿命化させる上で重要と考えられる。 

 

４．今後の展望 

現在、今回の調査区間において既往の路面性状調

査結果からひび割れの進展過程を整理するとともに、

現場で採取したコアを対象に各種室内試験を実施し、

ひび割れ発生区間と健全区間におけるアスコンの性

状比較を行っているところである。 

これらの結果から、水の浸入経路や層間はく離の

発生要因といった劣化要因について推定し、新設段

階で舗装の長寿命化を図る上での技術的な留意事項

や早期劣化の進展を遅延させる着目点等を検討し、

長期保証制度のより適切な運用や早期劣化の初期段

階における措置方法の提案に向け、引き続き検討し

て参りたい。 

☞詳細情報はこちら 

1) 早期劣化したアスファルト舗装の各種構造調査

に基づく劣化メカニズムの推定, 若林由弥,桑原正

明, 渡邉一弘, 土木学会論文集E1（舗装工学）, 

Vol.75, No.2, I_143-I_150, 2019.  

  

写真-3 コア採取孔（健全区間） 図  滞水・層間はく離に伴う早期劣化メカニズム 
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１．はじめに 

既存建築物や歴史的建造物を用途変更や改修で有

効活用することにより地域活性化や国際観光の振興

等につなげることが、地方公共団体やまちづくり等

を行う民間事業者等から求められている。国総研で

は、こうした既存建築物活用の取り組みの円滑化を

図るため、建築基準法（以下、法）の防火・避難規

定の合理化・運用円滑化に資する技術開発に取り組

んでいる。本稿では、令和元年度に検討した成果の

概要を紹介する。 

２．技術開発の概要 

(1) 在館者避難安全に関わる基準合理化 

昨年度までの成果をもとに、在館者の避難安全性

確保の観点から、柱、梁、壁、床等の主要構造部を

耐火構造等とすることが要求されるホテルや物販店

舗といった特殊建築物のうち、3階建て200m2までの

小規模なものは、避難に要する時間が短いことか

ら、主要構造部に対する耐火構造等の要求が緩和さ

れた（図-1）。今後は、法による要求が少ない住宅

用途の建物を福祉施設や診療所等に転用することが

予想されるものの２以上の直通階段の要求がその妨

げとなっている建物について、階段室の区画化等に

より、階段が１つでも同等の避難安全性を確保でき

る条件について検討した。 

また、避難安全上、主要構造部への防耐火性能を

要求する無窓居室に対する基準や異種用途区画の基

準について、火災の早期覚知や警報により早期の避

難開始により安全性を確保する措置を検討した。 

(2) 木造建築物等の基準合理化 

令和元年に、木質系の構造材料を用いた建築物に 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 小規模福祉施設における１つの直通階段の例 

 

関する改正法・施行令が施行された。木造建築物の

高さと主要構造部の耐火性能に関する制限(法第21

条第1項)に関しては、本研究の知見をもとに、通常

の消火措置の効果を考慮して、火災時の建築物の倒

壊防止を実現するための建築物の主要構造部等の評

価方法を構築し、要求性能に適合する構造方法を整

理した。 

また同様に、特殊建築物の主要構造部の耐火性能

に関する要求(法第27条)に関して、避難上建築物の

主要構造部等に要求される性能に対する評価方法を

構築し、要求性能に適合する構造方法を整理した。 

(3) 市街地火災防止に関する基準合理化 

建築物の防火性能を確保するために、道路中心線

や隣地境界線等から1階においては3m、2階以上につ

いては5mの範囲については「延焼のおそれのある部

分」として、開口部には防火設備を設けること等が

義務づけられている。従来は距離によって一律に定

められていたが、平成30年に隣地境界線等と壁面の

なす角度に応じて延焼のおそれのある部分から除外

する法改正が行われた。 

令和元年度はこれを受けて、隣地等にある火元建

階● 
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● 

防火戸付きの間仕切り壁 

木造 自動火災警報設備 

成瀬 鈴木 竹谷 水上 

室長 
(博士(工学)) 

 

主任研究官 
(博士(工学)) 

 

主任研究官 
(博士(工学)) 

 

主任研究官 
(博士(工学)) 

 室長 
(博士(工学)) 

 

写真 

（写真ﾃﾞｰ

ﾀの貼り付 

写真 

（写真ﾃﾞｰ

ﾀの貼り付 

写真 

（写真ﾃﾞｰ

ﾀの貼り付 

写真 

（写真ﾃﾞｰ

ﾀの貼り付 

強
靱
な
国
土
、
安
全
・
安
心
を
支
え
る
研
究

1.

研究動向・成果

防火・避難規定の合理化 
に向けた技術開発
（研究期間 ： 平成 28 年度～令和元年度）

建築研究部　防火基準研究室 

　 室長
（博士（工学））

　成瀬　友宏　 主任研究官
（博士（工学））

　鈴木　淳一　 主任研究官
（博士（工学））

　樋本　圭佑　 主任研究官
（博士（工学））

　水上　点睛 

都市研究部　都市防災研究室　 室長
（博士（工学））

　竹谷　修一

（キーワード）　避難安全性、大規模木造建築物、市街地建築物、主要構造部

竹谷鈴木成瀬 水上

- 69 -- 69 -- 69 -



 

 
 

築物との位置関係（距離、角度、高さ等）によって

は熱を受けにくくなることを踏まえて隣地境界線等

と壁面のなす角度に応じて延焼のおそれのある部分

から除外出来る範囲について具体の検討を行った

（図-2)。また、同一敷地内にある2つ以上の建築物

の場合、従来はそれぞれの建築物の壁面の中心線か

ら一定の距離については延焼のおそれのある部分と

し、たとえ隣の建築物が低層であっても、水平距離

が一定の範囲内については高層階まで防火設備等が

求められていたが、隣の建築物が火災となっても影

響しない高さについて検討し、高さ方向において延

焼のおそれのある部分から除外出来る箇所について

検討を行った（図-3）。 

 
図-2 隣地境界線等と壁面のなす角度による 

延焼のおそれのある部分の合理化 

 

図-3 高さ方向の延焼のおそれのある部分の合理化 

 

 また、歴史的建造物の利活用のため、必要に応じ

全国一律であり、また、新築を対象として構成され

ている建築基準法の全部又は一部の適用を除外し、

代替措置による安全性の担保を目指す方法が望まれ

る。いくつかの手法が考えられるが、令和元年度は

法第38条（建築基準法で想定していない材料や構法

などの使用）の大臣認定制度を用いた代替措置の検

討を行った。 

旧法第38条評定内容の事例整理より、現行の性能

検証手法でカバーされない内容として、隣棟延焼対

策（門塀や水幕などの遮蔽効果）に関わる検証が挙

げられた。そこで建物種別の分類で多かった茅葺建

物を例に、遮蔽物対策による火源の低減効果の検証

マニュアルを用意するため、実験的な検討を行った。 

文献により確認された各種防火対策より、各種不

燃材を屋根裏側に設置した3仕様と、対策を施さない

茅葺のみの仕様、散水設備を設置した仕様の合計5つ

の試験体を作成した。散水量1.8L/分/㎡の条件で、

通常よりも厳しい風速5m/s環境下での飛び火試験を

行った結果、屋根上面での着炎を防止できることを

確認した（図-4）。また屋根裏に各種不燃材を張り

足した茅葺屋根の燃焼実験を行った結果、発熱量と

火炎高さの抑制が確認された（図-5）。これらの成

果は散水設備の要求性能や防火対策に応じた必要離

隔距離の算定基準として役立てられる予定である。 

 

図-4 散水された茅葺屋根上面での飛び火試験 

 

図-5 屋根裏に不燃材下張りした茅葺の燃焼実験 

 

３．今後の予定 

本課題は当初の成果を予定より早期に達成できた

ため、計画より１年早く終了することとなった。今

後は、国土交通省関係部局、建築研究所、学識経験

者ら等との連携を継続し、普及に向けた検討を進め

ていく予定である。 

1FL

2FL

従来の延焼のおそれの
ある部分

見直し後に、延焼のお
それのある部分から除
外される部分

5m5m

外壁面の
中心線

従来
高層部分にも開口部
に防火設備が必要

5m5m

外壁面の
中心線

見直し 隣棟の火災の影響が及ば
ない高層部分では、開口
部に防火設備は不要

隣棟の高さ
に応じた影
響範囲を設
定

散水による
屋根上面での着炎防止を検証
⇒22条地域での必要散水量の検討

屋根下面を不燃材で覆うことで、
屋根面での燃え広がりを緩慢にする効果の確認
⇒必要離隔距離の検討

発熱量
発熱速度

 

研究動向・成果 
 

地震を受けた拠点建築物の 

健全性迅速判定技術の開発 

 
(研究期間：令和元年度～) 

建築研究部  材料・部材基準研究室  構造基準研究室  評価システム研究室 

 脇山 善夫 喜々津 仁密 石原 直 

（キーワード）  拠点建築物、健全性、判定基準 

 

１．はじめに 

地震被害からの速やかな復旧には、庁舎等が災害

対応の拠点となる。過去の地震では、庁舎等が立ち

入り可能であるかどうかを専門家が確認するまでに

時間がかかり（図-1）復旧の妨げとなった例もある。 

本研究は、建物管理者が立ち入りの可否を判定す

るのに必要な構造体と非構造部材に関する技術資料

を提示することを目的とする。 

 
図-1 地震直後は健全性が不明 

 

２．研究内容等  

本研究で解決を図る課題は次の２点である。 

a) 地震直後に構造体の健全性を専門家によらず

迅速に判定するには加速度計等の機器の活用

が考えられるが、共通の工学的判定基準が無い。 

b) 非構造部材の健全性を地震直後に目視点検す

るための技術資料が未整備。 

これらの課題に対して、次の研究を実施する。 

① 建築物モデルの構造解析により、加速度計を用

いた構造体の健全性判定（図-2）の工学的判定

基準を示す。また、実装のための技術的留意事

項を整理する。 

 

② 非構造部材の目視点検指針を整備する（吊り天

井の損傷評価（図-3）を含む）。 

①は、建築物に設置された加速度センサーから地

震時に得られる時々刻々変化する特性を数値で捉え

て、構造体の健全性判定のための基準を検討する。

具体的には、地震時の構造体の固有周期の変化の度

合いから構造体の健全性を推定する。②は、地震時

の非構造部材の損傷評価について現状を整理し、知

見が不足している吊り天井の損傷評価に関する実験

等を行った上で、健全性判定のための基準等を作成

する。 

 

図-2 健全性判定システム

の建築物への実装 

 

 

図-3 吊り天井の損傷 

 

３．令和元年度の検討 

①について、建築物モデルを対象としてシミュレ

ーションにより地震時の揺れを再現し、地震時の各

部材の損傷度から推定される建物全体の残存性能と

固有周期の変化の度合いの関係について検討してい

る。また、強震記録等の分析も実施している。②に

ついて、地震時の損傷評価が現状で明確な非構造部

材に関する既存資料の収集・整理を行っている。 
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